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昭7日38年度決算審査意見書

(ー) 般会計

1.総 説

昭和38年度一般会計決算額は次の通りであるo

歳 入 額 8 7 6，8 4 2，4 9 3円

歳 出額 859，949，906円

差 引残額 1 6， 8 9 2，5 8 7円

収入未済額 27，970，188円

以上の言十数は関係帳簿及び証怒書類と照合した結果言十数Kは誤b左<，差引残額1ム89 2， 

587円は昭和39年度一般 会計の歳入として繰入れられているととを確認した。

(イ)財政 の推移

昭和38年度一般会計歳入総額は 87 6，8 4 2，4 9 3円，歳出総額は 85矢94史906円

で， 差ヲI1 6， 8 9 2， 5 8 7円の繰越金を生じたが ，とれを前年度昭和37年度決算忙比較す

ると歳入!rr:t-，いて 20 8， 5 6 4， 4 1 2円， 歳出K恥いて 23 5， 5 9 0， 6 2 1円，いずれも増

加しているが， 繰越金K沿いては 37年度決算により 38年度に繰越された43，918，796

円忙対し，本年度決算Kよる39年度繰越金は 16，8 9 2，5 8 7円で差引27， 0 2 6，2 0 9 

円の滅とをっている。 37年度忙対する歳入増加率は31. 2 1弼，歳出増加率は 5ス73%

であり，一年間十てなける市財政の推移が如何忙市の急激左発展を物語っているかが窺える。

以上の歳入，歳出について各四半期どとK収支の状況をみると 次表のとむりで， 前年度K比

較して年度経過後，出納閉鎖期までの収支がいずれも減少しているととは好ましぐ， 歳入K

沿いては国庫支出金.都支出金の支払が慣例Kより遅れるためK止むを得左いとしても ，歳 f 

出忙卦いて前年度より 13.5%も減少しているととは ，各四半期忙なける収支の執行に対す

る企画性が確立され収支のノξランスK努力されたととは特K賞すべきであるO
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各四半期収支一覧表

(ロ)決算の適否

歳入，歳出とも帳簿及び証書類と照合して精密慎重に審査を遂げたのであるが，その結果は

計数K誤りが左<，また甚しい非違C経理を発見し左かった。

十す決算の提出時期

収入役から市長K対する決算提出の時期並びに市長から監査委員の審査忙付する時期は，昭

和38年6月8日法 99 vcより地方自治法の-i昔日を改正する法律が成立公布され，同法中の

地方財務制度の改正規堤が昭和39年から施行されたの忙準じ法第233条忙基づいて法定

通り期限内K提出され適切であった。

2.各説

(イ)歳入

(1) 昭和38年度一般会計歳入決算はよ予算経瀬 9~ 8，47 8.8 0 0円K対し収入済額.8"76， 

8 4 2，4 9 3円で 61， 6 3 6. 3 0 7円の収入滅であり執行率93. 4 %であるo 調定額90 

5，1 8 2，5 8 4円K比較すれば96.9 %で差引28， 3 4 0， 0 9 1円と 在るが ，不納欠損額

が36虫903円あるので本年度の収入未済額は 27， 9 7 0， 1 8 8円と左 りそれらの内訳

は次表のとbりであるo
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3 7年度K比較してみると収入率はイ可れも 96. 9 %で全〈同じであるが ，執行率では 5.2 

%減少してなり， 税外収入の87%が37年度よ り7. 9婦も少(，予算編成の見透しが甘

かったと言えよう。

一般会計歳入執行一覧表

地方交付 税 8，1 0 0，000 8，1 00，000 

公営企業及財産収入 1 02，000 368，500 

介担金 及負担 金 6，1 1 3，1 00 4，921，445 

使用料 及手数 料 25，38 1，000 25，7 37，999 

国 庫支出 金 1 5 2，5 9 4，8 0 0 1 44，7 4 2，205 

都 支 出 出 4 7， 3 0 1，9 0 0 4 7，836，544 101.13 

200，000 9虫50 

2，639，598 4 6.7 7 

43，91 8，796 1 0 O. 0 0 

1 5，4 3号316 1 3ヱ64 

90.500，000 1 0 O. 0 0 

8 7 6，8 4 2，4 9 3 ?五 43 
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(2) 歳入の審査忙当つては特に次の諸点に留意した。

1. 収入成績

2. 予算現額に比し著しぐ増減のあったものについてはその理由

3. 違法左収入の有無

4. 未納整理の状況

5. 欠損処分の適否

(3) 歳入状況

。 第一款市 税

7有税収入は予算現額49 6， 6 0 9， 0 0 0円K対し，調定額 51呪738.791円， 収入済

額 49 2，4 3 ~ 0 9 0円，不納欠損額 36司903円， 収入未済額 2ス97 0， 1 8 8円で

その収入歩合は94.7婦で前年度の 95.2 % vc比し 0.5領下降し，又予算現額に対しては

執行率?虫 2婦で4，1 7 0， 9.1 0円の収入滅であ !?，前年度の執行率 10 0.9 % ~t 比し

1.7%下降している。然し金額十てないては前年度より予算現額83，540，000円，調定

額 81，9 8 4，6 7 3円， 収入済額 75，5 3 8，6 2 2円と夫々 2O. 2 % ， 1 8. 7 % ， 1 5. 3 

婦と上昇してなり，その主左原因は本年度より施行された都市計画税の徴収と自然社会増

K属する ものであるが，他面忙ないて従来の税務課を課税課と徴税課K二分組織編成し，

事務能率化されたととと関係職員の税収忙対する努力のあとが充分認められるととは賞さ

るべきであろう。

さらK税目lJlJVC市税をみれば市民税は現年度調定額 23 2，6 9 ~ 7 48円に対し， 収入済

額は22 4，6 7 7， 0 8 6円で 96. 6 %を示し，前年度 95. 3 '% ~'C 比し収入歩合は 1. 3 弼上

昇してなり， 前年度調定額 20 6， 6 3 0， 0 2 0円忙比し 18，047，066円の社会増の延

びがあるが ，収入未済額が 13， 8 7 1， 8 1 0円あり前年度より18.7%上廻っている。

滞納繰越分Vてついてみる と調定額 11， 6 8 5， 9 1 4円K対し ，収入済額 5，7 4 2， 1 8 3円

で収入歩合は 4ゑ 1婦で前年度の 64.0 % vc比し 14.9領下降しているが ，収入済額にお

いて 1，9 1 5，3 6 5円の増額を示しているととは現4年度分と併ぜ ，関係職員の徴税業務K

対する努力のあとが認められる.

国定資産税は現年度調定額 16 3， 9 7ス840円K対し， 収入済額 15ス198，520円

で95. 9 % t滞納繰越介は調定額 ス998，027円K対し， 収入済額 2，94 0，6 0 8円で

3 6. 8 %を示し，前年度lて比し収入歩合では精々下廻っているo 然、し金額では全体的K調

定額忙ないて 2ス270，685円，収入済額Vてないて 23， 7 2 1， 2 9 3円と延びているo

たばと消費税は調定額 40，6 1 4，6 4 0円で収入率 100%を示し， 前年度忙比し31. 9 
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婦と大幅の延び率を示し金額Kして 9，8 2 6，6 7 0円の増収と在っているのは急激在社会

増忙よる現われと言えよう。電気ガス税は調定額50，5 3五831円で収入率は，たばと

消費税と同様100%を示し，前年度(f(比し 4，30 0，9 5 4円の増収，全 5婦の延びを示

している3 たばと消費税及び電気ガス税の増額は社会増Kよる市発展の計数の現われとも

言うべ(，両税が市税全体の 18.5婦を占める忙至!J.市民税及び固定資産税忙次いで重

要左財源、とまり，しかも収入率は 100婦が確保されているのみまらず，向後左長増加の

傾向忙あり，市の財源としていよいよ重きを加えつつある。

目的税である都市計画税は昭和38年度から課税徴収されたのであるが，調定額ス 84 6， 

400円に対し収入済額7， 4 4 0，3 7 2円で収入率94.8%を示し，市税全体の僅か1.5

%ではあるが，自主的歳入財源の一翼を荷負っている。

欠損処分の取扱状況は欠損処分をしたもの市税36司903円，件数220件で各税目別

内訳は次の通りである。

不納欠損額

不納欠損処分忙したものは昭和32年度課税分の時効完成によるもので，その多〈は死亡，

所在不明，生活困窮，又は法人解散等で徴税代当つては，前年度K比し相当努力のあとが

認められるo

。第二款地方交付税

地方交付税は収入済額8，100，000円で当初予算 1，0 0 0円忙比し 8，09矢000円の

増と在!?，年度末(f(i>-.ける有力左追加財源と走った。とれは!日七生村との合併十てより，前

年度まで過去5年間に亘り七生地区の復活費として交付されて来たのであるが，本年度忙

bける復活の現況が未だ完成されていをいとの自治省の査定に基づき特に特別交付税とし

て歳入忙在った財源である。

。 第三款公営企業及び財産収入
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財産売却代金のうち物件売払代金として 368，500円が収入済額と在っているが，とれ

は第一小学校の廃材売却料 30 0，0 0 0円と車軒2台を廃車ーとして売却した 68， 5 0 0円

であるo

。 第四款 分担金及び負担金

負担金のうち児童保護費負担金として調定額 3，84 0， 1 8 0円K対し 3，47 5，5 7 5円が

収入済額と在っているが，とれは保育所措置児童保護者の負担金で前年度K比し 46. 7 % 

金額忙して 1，1 0 6，5 9 0円の増となっているO 土木費負担金の調定額 1，48 2，8 6 0円

は収入済額 100婦と在っているが，とれは田中災害復旧工事地元負担金96 4，0 0 0円，

その他かんがい排水工事負担金，水道工事及びガス管理.設工事Kよる道路復旧工事負担金，

京王帝都電鉄株式会社の高橋5号橋架替工事負担金等6件忙及ぶ地元負担金の歳入である0

0 第五款使用料及び手数料

使用料及び手数料は予算額25，3 8 1，0 0 0円K比し収入済額 25， 7 6 4， 9 2 9円で 38 

五929円の増であるが，とれを前年度に比較すると収入済額K沿いて使用料で 2，4ヲ6，

7 2 4円，手数料で 4，6 6 7， 0 5 7円，合計ス 16 3，7 8 1円， 3 8.5%と大幅の延びを

示しているが，とれは市営住宅 40戸の増築忙伴う家賃収入増 1，85呪549円，保育所

の一般児保育料増60 3， 5 7 0円，塵芥取扱手数料増45 6， 4 7 0円，し尿取扱手数料増

三89呪37 0円等が主在る増収源であり，他の使用料，手数料Vてないても多少の延びを

示し，急激在社会増Uてよる増収の現れであるo

。第六款国庫支出金

国庫支出金は予算現額 152，5 9 4，8 0 0円K対し収入済額は 144，74 2，2 0 5円で前

年度K比し 90.9%，68，919，366円の大幅ま増と左っているが，とれの主左ものは

五小，二中，七生中の不正常授業解消補助金や，一小，及びー中の騒音防止対策工事補助

金が約 2倍近〈増と左つてなり，教育関係の国庫支出金が 10 4，5 3 7， 88 6円で 72. 2 

婦を占めて争ザ，又本年度市昇格十てより福祉事務所新設のため生活保護法第70条K基づ

ぐ市の支弁忙要する生活保護費負担金 6，44 7， 0 0 0円が新たに交付されたととと，前年

度建設市営住宅 40戸の建設費補助金の一部7， 2 7 4， 0 0 0円が本年度K繰越と在ったの

が要因であるo 予算現額K対し収入済額が7， 8 5 2， 5 9 5円の減額と左っている主左原因

は，当初予算1'C;j;-.いて騒音防止対策工事費を国庫負担金K計上したが，監督官庁の指示に

より国庫補助金に組替えられたため.国庫負担金忙沿いてる， 92 0，3 0 0円の滅を生じ，

旦つ該補助金予算現額80，5 5 2，0 0 0円十て対する収入済額が 7呪87 4，5 5 0円で差引

6 7 7， 4 4 2円が減額と在っているためであるが予算計画K慎重を望む.
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又第五回追加更生予算忙ないて生活保護費負担金7， 6 4 8， 4 6 4円を計上し，向且つ第六

回追加更生予算忙沿いて 79 4，2 0 0円を増額計上しているが，交付された負担金は当初

計上された予算額より 1，2 0 1， 4 6 4円も少<，年度末追加更生予算Uてないて 1，9 9 5， 6 

o 0円の減額修正を行っているととは，予算計画にないて生活保護世帯数の余剰を見越し

た甘さの証左であり，特K予算計画K当つては慎重を期すべきである。

。 第七款 都支出金 <2:1: 

都支出金は予算現額 47， 3 0 1， 9 0 0円K対し， 5 3 4， 6 4 4円増の 47， 836，544円 仰

の収入と をってきpり，前年度に比し 6，8.60，7 3 1円の増収である。

負担金忙ついては市昇格による生活保護負担金 ，老人福祉負担金が増設されたが，前年度

に比し僅かに 12，456円の増収に過ぎ左い。補助金については前年度に比し 21.3%，

金額Kして 6，23号487円の増収であるが ，とれは公営住宅建設費補助金及び道路橋梁

建設費補助金の大幅減収K拘らず ，衛生処理施設補助金で 14， 5 3 0， 0 0 0円増，田中地

内排水路災害復旧補助金3，973，722円，福祉会館建設費補助金 2，20 0，0 0 0円，そ

の他補助金の漸増交付忙よるものである。委託金については前年度K比し五27 5，0 9 8 

円， 実VL6 5婦の大幅増収と左っている。とれは衆議院議員選挙委託金1，1 6 5，9 0 0円

の外VL，都税取扱委託金が 2，62 2， 5 4 8円の大幅増収と在っているのがその要因であり，

自然増(てよる市発展の跡が計数により窺がわれる。

交付金Kついては前年度K比し 2，66 6，3 10円の大幅減収であるが ，とれは市町村振興

交付金の滅収忙よるものである。

。第八款寄 付 金

寄付金200，000円の収入は若宮町自治会より川原団地集会所建設K対する寄付であるo

。第九款繰 入 金

繰入金は予算現額56，4 4 0， 1 0 0円K対し収入済額は2，6 3史598円で 53，8 0 0， 5 

o 2円の減収と在っているが，収入の主左ものは用品会計からの繰入金 1，99史481円

の外，公民館建設基金56 1， 6 7 9円，その他小中学校基本財産 ，擢災者救護基金である。

当初予算56.0 0 0，0 0 0円は用品会計からの繰入金 3，0 0 0，0 0 0円と用地会計からの

繰入金5五日 00，000円であるが，予算現額K対する収入滅53， 8 O. 0， 5 0 2円は，用

地会計からの繰入金が未収入と在っているためであり， 用地会計になける土地売却見込を

当込λノでの繰入金計上が，実際Vては用地録十忙ないて売却不可能と走り，追加更生予算k

bいても滅額修正を行まわ左い億K現金未収戸む決算をしているととは，土地財産は現存す

るとは言うものの会計上の決算事務処理としては当を得てい左い.従って現金未収である
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がため，年度末追加更生予算忙長いて減額修正の上決算すべきが当然である。

。第十款繰 越 金

前年度繰越金は4五91 8，7 9 6円であり，とのうち 37年度新田団地町営住宅建設工事

費 15， 1 9 2，0 0 0円が 38年度に繰越しに在っているo

とれは工事着工が遅れ，年度末までVて竣工K至ら左かったため本年度に繰越されたもので

事業繰越であるO

。第十一致雑 収 入

雑収入は予算現額 11， 2 1 7， 2 0 0円忙対し， 4， 1 5 8， 1 9 6円増の 15，3 7 5，3 9 6円

が収入済額と在っているが，前年度K比較してみると僅かに 25 5，4 9 3円ではあるが減

収である.過年度収入』てないて予算額より7， 7 4 4円増の 4，33 6，5 4 4円が収入済額で

あるが，前年度に比し 2，1 3 8，2 6 5円の滅であり，又雑入に辛子いても 1，94史350円

の減と在って沿り，一方増収面では延滞金の 1，3 0 1， 9 1 4円が関係職員の努力の実績を

示し，上下水道料金事務取扱委託金の 95 0，4 1 5円は自然、増による現れであり，又貸付

金収入 1，0 0 0， 0 0 0円，予防接種実費報償金41 2，3 8 5円が増収面Kなける主たる要

因である。

過年度収入の主左ものは昭和37年度公営住宅建設起債 4，20 0，0 0 0円であり，雑入K

むいては鳩和建設株式会社の市道南平 6号線の維持管理費 1，42三000円の外，東京労

働信販生活協同組合の落川部落宅地造成道路維持管理費 80 0，0 0 0円，日本労働者住宅

協会の道路維持管理協力費600，000円が主たる収入である。

。 第十二款市 債

市債は収入済額90，5 0 0，0 0 0円で，とのうち教育債が最も多<，平山/J'建設並び忙校

地買収26，0 0 0，0 0 0円を筆頭K五小2五50 0，0 0 0円，七生中 6，00 0，0 0 0円，

二中 5，00 0，0 0 0円合計60，5 0札000円の巨額と在っているo 又市営住宅建設のた

めの 2，00 0，0 0 0円が社会及び労働施設債であり， 保健衛生債では衛生処理施設の 27， 

000，000円と火葬場施設の 1，0 0 0， 0 0 0円と在っている。

(4) その他

本年度当初市金庫が設置され現金出納業務の合理化が図られたととは裁に慶ぶべきととで

ある.又監査意見による内部監査の実施忙より，会計事務の持導 ，強化が行をわれ， 前年

皮決算監査意見で指摘した現金出納制度の改善策として出納員 ，現金取扱員制度の設置K

よる会計事務り合理化K一段の進歩のあとが窺われる。

然、し年度末七生支所強盗事件Kより発見された現金格納の不備Kついては，支金庫行員の

.，...9-



巡回集金制度の強化，並びUて格納金庫の安全対策K充分考慮せられたい。

(ロ)歳出

(1) 歳出決算は予算総額938，478;800円K対し，支出済額は85虫94史90 6円，

不要額は 78，528，894円で執行率91. 6 %である.前年度92. 1 % v't比較すれば0.5

婦の下降であるが，前年度の支出済額より 23 5， 5 9 0， 6 2 1円の支出増であり，誇支出

金を除いては全款に亘り支出増とまって詐り，特忙教育聾Vてあって五小，二中，七生中の

新増築，一小，ー中の騒音防止工事 ，校地買収等による学校建設施設整備費の支出増と保

健衛生費の ，し尿処理場建設忙よる支出増が目立っている.執行率では特K低率左ものは

左ぐ統計調査費の 75. 8婦が最低を示すが全般に適正K執行されている。

一般会計歳出執行一覧表

-10-
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(2) 歳出の審査に当つては特忙次の点忙留意し，関係帳簿及び証書類と照合し，責任者治ち

説明を聴取して検討したら

1. 違法，不当左支出の有無

2. 予算が目的通り執行されたか否か

3. 執行の効果

4. 計算の確否と関係帳簿及び証書類の突合

(3) 歳出予算執行状況

1.予算の流用

予算流用の件数は 131件で7， 593，286円の流用額であり ，前年度に比し 17件減

少しているが，金額では T司23司守 24円の増であP極めて多い口款別では教育費の

2 2件， 2，563，153円が最高で，市役所費の流用額 2，1 0 3， 9 7 0円が件数は 6件

で少いがとれに次いでいる。 1件の流用額の最高は市役所費の諸手当から旅費忙流用し

た2，013，600円である。予算の流用が頻繁忙行左われるととは，予算本来の姿を混

乱させ，濫り忙予算の目的を変更するととと左るから， 流用は出来るだけ避けるべきで

あるととは前年度の決算監査にないても注意したととろであるが ，本年度忙沿いても，

不足を生じたため他の費目から流用してお、きまがら余剰と左り他の費目忙流用しいるも

のが2件，又不足を生じたため予備費から充用してなき左がら余剰とまり他の費目(そ流

用しているもの，或は他の費自に流用してなきまがら不足を生じ予備費から充用してい

るもの等6件あった。法的K予算流用は認められているとは言 うものの ，とのようK流

用の本質を誤った予算執行は，予算編成の計画性を欠ぐものであり，法の趣旨に合致し

た適当左措置であるとは言えず，いま一段の慎重を期せられたい。

- 11 -



予算流用状況一覧表

40，200 

左し!
一一一一一一
?矢200 1 

7， 593，28 6 

2. 予備費

予備費充用を行在ったものは 54件で充用額は 13，047， 049円の多額忙達するo と

れは前年度の 6件 .968，604円(rC比し 48件， 1 2， 0 7 8， 4 4 5円と著しい上昇で

あり決して好ましい現象では左い。法237条は予算外の支出又は予算超過の支出に充

てるため予備費の制度を認めているが，本年度決算による予備費充用の内容をみると，

あらかじめ使途目的が予定されているにもかかわらず，とれを予算K計上し左いでお、い

て予備資から支出しているもの，予備費を充用し残金を更忙流用しているもの，流用後

不足を生じたため予備費を充用したもの等21件あるが，とれらは法の本質を誤って充

用きれてま?り，違法では左いが適正?を措置でげ、ない。

3. 資金前渡，概算払及び前金払

地方自治法施行令第15 0条乃至 153条陀資金前渡，概算払及び前金払の制度が定め

られているが，とれは支出の原則に対する特例であり濫り陀執行さるべきで左いととは

- 12...，... 



前年度監査忙ないても指摘したととろである。前年度に比し帳簿が整理きれ，厳格左手

続きにより執行されているが，所定の期限内に特質されてい左いものが相変らず多い。

然し精算期間の短縮に関係職員の努力のあとが認められ，長期比亘る遅延が左〈在った

ととは進歩である。但し昭和30年 5月9日付の町有家屋売買伊藤祐一立替分40，0 0 

0円が，ヲ年間の長期(ζ亘りいまだに精算されず放置されているC 本件については早急

に処理すべきととを毎年度決算監査に卦いて指摘してきたのであるが，会計処理上許せ

左いととであb事務怠慢といわざるを得左い。早急に処理すべきである。

4. 予算目的K適合し在い支出

いうまでも左ぐ予算は議会の議決K よって成立し，~三度聞のすべての事務，事業の執

行の方針，計画がとれ忙盛られているわけであり，予算に計上された経費には，一つ一

つ忙計上の目的がある筈で，執行の責任者たる市長は予算を最も忠実忙執行してい左け

れば左らまいととろであり，更生の手続を経左いで予算目的外の支出を行左うととは，

厳Kいましめ左ければ左らまいととろである。然るK前年度の監査l広ないても指摘した

のであるが，各科目食糧費及び報償費支出の中で，交際費より支出すべきものと思われ

るものがあったq 然し前年度より件数が橿端忙減少しているととは，その努力のあとが

認めちれる。又選挙管理委員会費の報償費は成人者記念品代として 60，0 0 0円を計上

されているが，とのうちから 6，00 0円を選挙管理委員会記念品代として支出し，左金

不足額34，0 0 0円を予備費から充用しているo 次十て農業委員会費の報償忙記念品代

150，000円を追加計上したが不足額 120，000円を予備費から充用している。

とれは何れも追加更生を行在うべきで，執行の期日から判断し時期的には当然、聞に合っ

たものであり，適正在る予算執行とは思われ左い。

5. 負担金補助及び交付金

本年度'1[;1，-'ける負担金補助及び交付金は 40， 1 8 6，2 1 0円で歳出決算額に対し 4..7 

%を占め， 前年度27. 9 7 4，8 9 0円に比し， 1 2， 2 1 1， 3 2 0円， 43.7%増である。

補助金交付については， 前年度監査忙ないて補助金交付規定を制定し，規定K基づき審

査の上交付するよう意見を付したのであるが，未だ規定が制定されてい在い。然、し様式

は一定してい左いが，交付申請書K基づき審査の上，補助条件を付し，収支並びに業務

報告の証懲書類により履行確認が行をわれていたととは適正であった。

6. 予算不用額

本年度忙なける予算不用額は 78，528，894円で前年度 53，708，015円忙比し.

2 4，82 0，8 7 9円， 46.2%の増である。とのうち全然支出せず予算額をそのまま不

- 13-



用額としたものが，目lてないて 18件，節忙長いて 142件，又年度の中途忙ないて予

算を追加計上して会き左がら』追加額を超える不用額を出しているものが目 VC;t""いて

1 8件あった。不用額を生じた理由を検討すると，教育費忙なける学校建設施設整備費

のうち土地買収執行の緩慢Kよる 10， 1 0 2，3 5 9同が最も多ぐ，第六小学校新築工事

費の見積過大，或は土木費の道路橋梁費や都市計画警の--1Js未執行Kよる不用，諸支出

金Vて卦ける繰出金の見積過大等が，一面Vてないて歳入になける繰入金として，用地会計

十てがける土地売却代の特定財源未収による支出の抑制並びに余儀左き節約が一因とまっ

ている。

ス財産管理

3 7年度Uてないて備品台l援が整備され，備品の整理が完了したととは大き左成果であっ

たが，土地，建物の財産管理が整備されて必らず，前年度監査忙好いて注意したととろ

であるが，本年度Vてないて財産台帳の整理K漸〈着手し遂次整理の段階であるととは，

事務的処理の困難性と財務組織の不備から止むを得左いとしても，財産の完全在る管理

保全の重要性の認識のもとに早急K整理を望むc

有価註券十てついては帳簿も整備され，現物と計上額は一致しているo

a 会計法規の厳格左執行

本年度より文金庫の設置による現金出納の事務処理が合理化され，一方内部監査制度の

確立の基VC.内部月例監査の実施K伴う経理事務の指導，訓練による職員の経理事務K

対する認識と向上は，その実績顕著在るものあ t，市の財務行政発展のため慶ぶべきと

とで奉るが，会計の正碍を期するため ，会計諸法規を忠実に守!J.秩序よ〈整然、と経理

事務を執行させるよう，尚一層の努力を望むものであるO

-14 -
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(二)特別会計

1 総説

(イ)全般の収支について

各特別会計の損益を昨年度と比較すると下表の通りであって，用地会計並びに記念事業会計

を除いた額で見ると損失の増加が昨年に比し 1司27 1千円(昨年度の損失に対し82垢増〉

と在っているo 特別会計で行左う事業はいづれも多少の欠損は覚悟し左ぐては左ら左いので，

事業の拡大忙伴って損失の増加するととは止むを得まいであろうが，向一層経済的を運営を

行をい赤字の減少に努力されるよう要望する。

市立病院の挟算が大巾忙向上したのは注目すべきであるが，その反面病室の不足を生じてい

るとの声もあるo 一方，直診勘定の欠損は増大してなり，病室の利用度の低下がその原因と

考えられるので，とのこ点を併せ考えて適切~措置を講ぜられるよう希望する。

公益質屋は表面的Vては採算が悪化しているようK見えるが，内容を分析すると支出の増加は

貸付金額の増加に伴うもの，即ち運転資金の増加であって損益計算上は著し〈好転して台り
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来年度以降はよい結果が現れるものと期待される。

一般会計からの繰入金及び一般会計への繰出金は下記の通りであるo

一一一一

二五五工天王玉コ追加更正

53 6.1 0 0 5，536，1 00 5，536，1 00 

3，385，800 3，386，800 3，386.800 

" 病院勘定 似 6，200! 1，670，000 6，51 6，20 0 6，51 5，909 

公 益 質 屋 200，0001. 347，4001 547，400 I 54.7， 400 

用 品 会 計 3，000，000 3，000，000 2，000，000 

用 地 会 計

上 水 i董 事 業 1 0，988，400 5，624，300 1 6，6 1 2，700 16612ml 

下水道事事業業 1 45874660 日2，377 
65 1，000 1，41 3，377 1，413，377 

市制記念 仰 01

計 4.277i 1 2，21 4，600 

特別会計で行方:う事業は必ずしも採算忙とらわれる必要はまいが，一つの事業として行左う

以上，収支のバランスについては充分左計画の上陀立って行左わるべきであり，不足分はー ぎ

般会計に頼るよ う左態度は改め左 くては左ら左い。との意味で追加予算が当初予算の 38%

にも上るととは適当でをい.各会計共.年間の収支予算の編成K当り，→層厳密在計画をた

てられるよう望みたい。

当市忙ないては特別会計の比率が高(，その歳出合計は310，597千円で歳出総計り 26 

%以上と左り.-般会言十歳出。上，繰出金の占める比率も他の市に比して高率である。即ち
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11 

曹

市の財政の内， 特別会計の重要性が他の市K比して高いととを示しているので， 特K深い関

心を払われるよう希望する。

特別会計歳 出額

ロミユ トーシ'ト_"，，，，-

病院勘定 5 6，07史039

37年決算l宅金ける歳出総額と

繰出金との対比
(単位千円)

市 名 歳 出総額 繰 出金 総額対比

八王子 i 2271日 7 4 6，759 2.06% 

武 蔵 野 1，350，625 203，718 1 5.08 

一 鷹 1，41 5，567 96，274 6.80 

立 Jf1 1，300，388 1 6，048 1.23 

市制記念 事業 11，099，4 93 府 中 1，1 72，81 5 1 1，770 1.00 

用 地 会 計 83，67 0，4 49 言電 布 780，970 20，283 

用 品 会 計 1引317，292 町 国 882，919 17，000 

上水道事業勘定 67，490，773 青 梅 677，500 28，341 

下水道事業勘定 1 2，4 9 7， 442 11、 平 55矢795 6，412 

メロ』 計 3 1 0，9 5 6，9 8 3 小金井 732，506 1 0，51 3 

昭 島 550，321 1 5，δ94 

日 野 624，359 40，01 7 

言十 1 2，31 9，1 02 51 2，828 

(ロ)決算書Kついて

勘定科目の仕訳は正確であり，誤りは認められ左い。計数についても正確であるo

令9金銭，物品の保管Kついて

2.60 

1.9'3 

4.18 

1.15 

1.44 

2.85 

る，41

4，15 

金銭，物品等の保管，整理状況は大体K於て良好であり， 欄卸実施の結果も異状を認め左い。
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2.各説

(イ)公益質唇特別会計

収支の不足額は昨年度よりも増大しているが，之は貸付額の増加に伴って運転資金の不足を

生じた為であって，損益計算書では著しく好転している。関係者の努力の賜である。

質物の保管状況も良好であり， 39年ヲ月 25日概卸を実施した処現品，帳簿は符合してい 五

る。
(単位千円)

←一一一一
収 支計算の比較 損益計算の比較

36年度 37年度 38年度 1 36 年度 1 3~7 年度 3 8年度
ト一一一一一一一一一一一一一

収 入 1，1 28 995 188 103 414 

一 一 一 一 一
回 収 金 ヲ39 892 3，310 

来リ 子 140 103 336 140 103 336 

. 
流質物売却代 48 。 78 48 。 78 

繰 越 金 346 236 233 

一 一
繰 入 金 32ヲ 1，092 547 
一 一 一
雑 収 入 3 6 1 3 5 6 1 3 

一一 一 一 一 一
歳 入 言十 1，805 2，328 4，518」1i 1 9 1 109 427 

F' 一一 ~ー ーヤ 』日 ー

事 務費 560 
一 一 一
職員給 281 

諸手当 164 

旅 費 1

需用費 83 

負担金 32 

貸付金 890 
一一一 一
公債費 120 

一
諾支出金 i 

歳 出計 七570
1===--===== よt 件一一一==... ; 

過 不足 236 

資金の投入額 | 

一次年度への
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国民健康保険事業勘定(ロ)

保険税の徴収E糠は下記の如ぐで，昨年度忙比し，やや向上しているが，他の市税忙比較す

ると決して好成績とは云えまい.特十て過年度の滞納整理1([一段の努力を払うよう希望する。

午.3 7 
1
1
4
5
1
1
6
寸
度

年

年

計

ト

現

予算の執行状況は大率適切でさうる。但し，一度予備費よ bの充用又は他費目からの流用をう

け乍ら，吏K他費目へ流用している事例が見うけられる。

予算の充用，流用Vてついては特K慎重を期し，将来の支出の見通し忙ついて正確ま計数を把

握した上で行左うよう注意せられたい。

国民健康保険直診勘定

直診勘定の収支は依然として大巾の赤字である。過去3ク年の収支の比較は下記の通りであ

(サ

って，収入面から見ると 38年度の活動状況は37年度よりは向上し， 36年Vては及ば左い

ものと考えられるが，支出は 36年度よりも増加しているD 但し 38年度支出のうち約20 

。万円は医療器具費の増加(レントグン設備及び心電計の設置)l'Lよるものであるが，之を

差引いても 36年度とほぼ同額の支出である。

との結果，収入100円当りの支出高は， 36年度 127円， 37年度167円， 38年度

212円と年を追って増加している。欠損の原因としては，病室の荊用牽が極めて低いとと

Kもあると考えられるので，との点を改善するよう適切左措置を考慮せられたい。

-1 9 .._ 



収支比較表 (単位千円)

決算書上の収支 l当該年度の 露 | 

I 36年度 37年度 38年度 36年度

一部 負担金 575 1 362 I 449 11 575 

{費用料及び手数料 59 ! 22 1 19 !I 59 

過年度収 入 M 98 64 981 

li!-繰そE他の入入雑収入 70 1 341 33!i 70 

金 2，56 6 ! 1，977 I 3，387 

計 8，082 I 6，2 1 3 ス78 9 11 5，5 1 9 1 3，7 6 2 J 4，3 3 9 I 

職 員費| 山 3.861 I 4.7 1 8 11 4.5日9 五861I 4.718! 

営 繕費 42 I 229 I 202!! 42 1 229 I 202 

諸 費 285 I 6141 22911 2851 6141 229 

給 食費 81 I 591 12Cl! 811 59l 120 

前年度繰上充用 I 866 I I 193 
過年度支出金 1081 I! 108 

~ト公その畠他の諾支出金 44 I 57 I 54 11 44 1 57 ( 54 

債 費 331' I 3~~ I 3~1 11 3~1 1 3~~ ! 331 

出計 7，6 4 2 I 6，40 6 I 9，3 9 0 11 6，8 8 3 ! 6，29 6 免196

不足 440 ム 193 ム1J011 ム 1，364 ム2，5~_~J ム竺，857

収入 100円に対する支出額

36年度(収入5，519千円) 137年度(収入3，762千円)

職 員

営 繕 費 42!  1 11 229 1 6 11 202 I 5 

医 療 費

諸 費 2 8 5!  6 I1 6 1 4 l ' 1 6 11 2 2 9 I 5 

給 食 費 81 1 2 1I 59 1 2 iI 120 I 3 

諸支出金 55 1 1 !i 57 1 2 11 55 

公 債 費

計 6，883 I 127 Ii仰 6 I 167 11 9，196 I 212 
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(ニ) 国民健康保険病院勘定

収支の実績を昨年度と対比すると下表の通りであって，大巾の好転を示している。之は病院

の利用度が極めて高〈左っているととvcよるものと考えられ，病院設立の目的から見ても，

財政上の見地からも喜ばしい。

反面，病床の不足等の声もあるので診療内容の低下を来たさぬよ う，将来を見通した配慮を

要望したい。

決算書上の損益 当該年度哨損益〈繰入鈴除司 EX7子両当初支
日~J竺ヰ ~年度 L竺._._-
30，082千円け 4史053千円 l 診療収入

使用料手数料

繰 入 金

ト「つt五
収入

入計

理費

医 療 費

医療材料費

公 債 費

4・

3 7年度 3 8年度

円千Z
J

4

4

J

O

 

5

7

1

 

門

U

z

d

広
1
V

O
Lサ

A
同

λ
斗円千

円

L

E

U

n

y

n
R
V

必

斗

つ

ι

門

U

広
J

n

o

nu可

4
H

Z

J

4

2

 

。 。
588 672 588 672 

43，044 56，6 1 2 3 1，2 1 5 50，096 
一

史942 1 2，295 号942 1 2，295 

1 3，534 1 8，7 5 0 1 3，534 1 8，750 

19，018 20，665 19，018 20，665 

993 2，006 993 2，006 

25円

38 

42 

4 

142 

(ホ)用品会計

物品の保管整理の状況は良好であり，棚卸の結果を実施した処，現品と帳簿は符合していた。

在庫品の回転率を調査した処，年聞の使用高 2，84 4，1 0 7円陀対し，期末在庫高は 61 3， 

278円であって約2.5ク月分の在庫と在っている。個々の品自について見ると 24 3品目

の内，最低在庫高が年間使用量を超過するものが下記の通T2 ，1品目あった。之等の品目は

いづれも短時日で入手しうるものであるから，在庫量は大巾に圧縮しうる筈である。担当者
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の説明によれば用品会計発足前からの持越品が多いようであるが，今後の購入K当つでも使

用実績を考慮し，過大量を購入するととが?をいよう注意を要する。過大在庫は金利負担，保

管の労力，保管の場所 劣化Kよる損失等，百十て見え左い損失を伴うものであるととを考慮

し，大量購入Kよる価格の低下のみに目を奪われ左いよう配慮せられたい。

過大在庫品 (最低在庫高が年間使用量を超過するもののみ)

品 目

インク赤 60CC 

カーポン紙 青

カ ドリング

金

銀

紙

紙 /1 

B 4版

クリップ(アイテマ'Jt-No.2) 

口取紙赤，大

コ ヨ

朱肉液 400 f} 

スタンプ台 黒

スタ Y プインク 黒

タイプ用刷毛

の り 359ポリ纏入

蛍光管 20 W 

懐 中 電 灯クース

油

雑

布

差

個

枚 3.1 0 

/1 361 3.10 3.1 0 

箱 1 8 I 1 1 3.40 2，041 

" 
nυ 
F
h
d
 

R
V
 

『，，

』
斗

'o 

n峠

5.50 

ス00

束

個

369 

7170.00 490 70.00 

fI 

nu 
nu 
n
U
 

寸
/

口

む

の

ι

n

u

司
ノ
』

。

2，890 61 ! 1 05.00 

/! 140 5 I 70.00 

1/ 

/! 

/! 1 0 j 1 20.00 

し

巾

巾

5 45.00 " 
枚

" 55 
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(ぺ用地会計

用地会計は予算と決算との差が甚しい。

その結果用地会計からー穀会計への繰出金 52， 8 0 0， 0 0 0円を停止せざるを得左〈左り，

一般会計予算Kまで大き在影響を与えている。

用地会計は，その性質上予算と決算とにある程度の差を生ずるととは避けられ左いと思うが，

それだけK予算編成には慎重ま注意を払い ，歳入は控え自に， 歳出は洩れのまいように，充

分のゆとりをもって編成すべきである。不確実在収益を予算忙計上し， 之を基礎として一般

会計への繰出金を計上したととは健全在財政とは云い難い。との点は充分K反省し，将来か

かるととの?をいよう厳忙注意せられたい。

用地会計にて保有する土地の記帳方法を検討した処，-iD交の市有地と併せて土地台帳に記録

されてあった。用地会計の保有する土地は，他の市有地とは性格を異忙し，一般会計その他

K売却するととを目的とするものであるから，購入費K造成費等を加えた土地の原価，並び

K坪当りの単価を常K明瞭Kしてなぐととが望ましい。従って一般の土地台帳とは別個K用

地会計の財産としての土地の現在高を明示する帳簿を作成して告ぐととが望ましい。

(ト) 市制記念事業特別会計

市制記念事業特別会計の決算は歳入，歳出共約 3，00 0千円が予算よりも減少しているD 之

は歳出花長いて市制記念事業積立金を3，00 0千円削減し，歳入VCj;，."いては一般会計からの

繰入金 3，00 0千円を削減したものであるが，積立金は将来の市の財産として保有すべぐ議

決せられたものであるので，との削減には慎重を期する必要があり，少ぐとも追加更正を行

左うべきであったと考える。

東芝株式会社K対する祝賀演奏会の謝礼 15，000円並び忙市制記念市歌及び論文の入選者

賞金5司000円がいづれも市の吏員の名儀で支払われているが，之は実際の債権者忙対し

て直接忙支払いその領収書を徴収すべきである。

伊)上水道事業会計

α 収謝守収支Uてついて

3 8年度の収入は 53，712千円，支出は 58，023千円で差引 4，31 1千円の欠損と表
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示されているが，収入の内には一般会計からの繰入金呪 988千円が含まれているので実

質的には 14，3 0 0千円(収益の24%)の欠損と在る口

公益事業であるので必ずしも採算忙とらわれる必要は在<，又現在の時点忙ないては公共

料金の値上げ忙は慎重左検討を必要とするが，赤字があまり忙も増大するようであると，

水道施設の利用者と非利用者との間忙不公平を生ずる結果と在るので，極力欠損を減少せ

しめるよう一段の努力を望みたい。支出の内総係費の占める割合が多いので，給水量の増

加に伴って欠損の比惑は減少するものと考えられるし，水道の普及の程度も未だ不充分で

あると思われるので積極的民事業の伸長を計るべきであると思われる。

収益的収支の項目毎K予算決算の比較を行左うと次の通bであるc
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之tてよって明らか左如〈欠損を生じた最大の原因は減悩償却費の増加Kあるo 即ち事業経

営上の措誤Uてあるのでは左(t予算編成上の誤りにあると云えるo 公益事業の予算の編成

については収支の見通しを出来る限り正確忙把握すべきであるのに，予め算定の可能ま減

価償却費の計上を誤るが如きは甚しい不注意と云わざるを得左い。この件については昨年

度も指摘した処であるので将来充分忙注意をせられたい。

ふ 資本的収支Uてついて

資本的支出のうち無形固定資産購入費として 2，0 0 0千円を支出しているが，貸借対照表

K長いては之を建設仮勘定に計上している。

之は八王子市より給水区域の移管をうけたととに対する対価矢口 o0千円の分割支払分で

あって，之を建設仮勘定K計上した理由はその実体が給水設備の取得であると解釈したと

とによるものの如〈であるが，との見解であれば損益計算上は有形固定資産購入費K計上

すべきであるo

もし，実体が給水権の取得であれば総額免 000千円を無形固定資産K計上して，未権残

額 4，00 0千円は未払金に計上して減価償却を行左うべきであり，いづれにしてもとの会

計処理は不適当である。

元来，との対価の支払は報償費として支払うよう議決されたものであり 37年度支払の

五000千円は一般会計より報償費として支出されているのであって，本年に至って上水

道事業会計より支払っているのは一貫性を欠いている.企業会計の決算K当つては年度問

の比較を明瞭にするよう一貫した会計処理を必要とする。又支出を伴う議決を行~うK当

つては会計の帰属を明瞭K規定してま".<ととが望ましい。

c その他

その他の点Vてついては勘定科目の仕訳，記帳整理共K良好であ9-.減価償却も 10 0 %実

施してあって誤りが左いと認められる。

-25-



比較貸借対照表

年度 対37年度言語|

6，482 

389 304 
jち

6，093 ム 304 主

2，457 30，130 

史946 6，081 
一

26，693 1 38，462 1 62，51 1 24，049 

4，946 53，300 55，254 1，954 
3 

479 1，299 4，532 3，233 

4，467 52，001 50，722 

1 472 472 

99 177
1 

トー一一

372 

1 31 

29 
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比較損益計算書(収樹収支) (単位千円)

雑 収 入

一 一
36年度 11 37年度 i1 584年4度日4

対 37年度増減

4，578 I 1 0，05 1 26，354 

6，1 1 5 l 4，0 7 1 I 5，9 7 2 1，90 1 

505 57 :f 1，1 1 4 543 

1 1，1 98 43，490 28，7 97 

41 ! 67 I 219 152 

号988 ム 1，11 2 

188 1 4 ム 174 
'・

231 1 1，354 10，221i ム 1，133 

1 26，048 1 5三712 27.664 

06 ! 4，656 2，850 

511 776 625 

88 ! 2，869 ム 1 1 9 

1 0，1 1 1 I 

301 9，711 6，581 

09 I 40，556 20，047 

1 2，185 

212 21-2 

71! 17，467 1 2，396 

80 ! 58，023 32，443 I 

68 ム 4，311 ム 4，779

~日中川27a74299 ム 3，612

ー
寸

包

タ

他会計補助 金

営業外収益

一子一一一「;
収 入 計
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比較損主主詐算書(資本的収支)

科 目

他会計補助金

〉、 繰越 ，金

主 他会計借入金

雑収入

企業債

(単位千円)

収 入計 14R522…M551 -2日
!建設費 48，4181 2史944 え054 ム 26，8

1，603 I 1，954 I 1，821 ム 1

有形固定資産購入費 1，322 I 9 6 1. 1 8 5 I 89 

建設改良費 i鰯国定資産購入費 幻

統、係費1 1161 89 

雑支出I 2 

言十 5 1，4 6 0 I 3 2，0 8 4 I ス0

企業債償還金 4 2 2 I 1，3 2 4 I 2，3 

計 | 518821…i 差ヲI 16 1 1，36日 125日8iA…1t::， 1 4，32司
(リ) 下水道事業会計

ι 収益的収支Vてついて

3 8年度の収入は 8，31 2千円，支出は 8.26 0千円，差ヲ152千円の利益が計上されて

いるが，収入の内Uては一般会計よりの補助金 1，4 1 3千円を含んでいるので実質的には

1， 3 6 1千円の欠損と在る。一般会計よりの補助金を差引いた純損失は 36年度316千

円， 37年度67 7千円 .38年度 1，3 6 1千円と年を追って増加している。上水道会計

の項』てて述べたととと問様，欠損の補填を一般会計に仰いで市民の負担K不均衡を生じ左

いよう注意を要すると共に積極的に事業の伸長を計るよう配慮すべきである。
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収益的収支の項目別に予算決算の比較を行左うと下記の通りであって大率所期の通り に運

営されているD

ι 資本的収支十てついて

予算 決算

7， 1 2 3 6，7 9 1 ム

2，857 2，74 2 1ム

4，266 4，0 4 9 ム

1， 1 7 0 I 1， 1 50!ム 20 j

むすI2，8 9 9[ 
:l olム 1i

O ム 1

子zlJトイ

:ヨ
2;j 
.~ 

資本的支出の面では予算の 25%以上代及ぶ不用額を出している。採算上から見ても処理

収益の伸長を計るととが必要と考えられるので建設工事については計画的に運営し，積極

的忙育成を計るととが望まれる。

むその他

勘定科目の仕訳，記帳整理Kついては誤りが左ぐ， 減価償却も 100%行左われてをり決

算は正確左ものと認められる。
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比較貸借対照表 (単位千円 )

地

木

国 一

建物 ! ヲ8
ー一

定 ム 98 
…一一一
337 

802 

差 ヲi 465 
ト一一ー一一ー+一-_._一句ー一ー明日ートー-

産 取 得 価 額 5，2 6 i ! 5，2 6 1 1 5，2 6 1 

機械装置 同質償却引当金 499 1 749 I 998 249 

差 ヲl 4，7 6 1 I 4，5 1 2! 4，2 6 2 ム 249 

建設仮勘定 337 五814 3，477 

合計 1，352! 54，01 7 2，665 

57 

営業未収入金 6521 初 25 1，393 

I 営そE業他外白未計未収収入入金金 547 i 413 
ム 134 

未収入金 三820 ミ820

1， 1 7 9 I 6，2 5 8 5，079 

メ口』 言十 2，201 2，285 ス422 5，137 

!1 i 2 豊 資産合計
54.3 

業未払

未収入金営そ白他の計未払金金

負 債 計

資
自己資本金

借入資本金 A人L 業 債 1 8，2 
本

金 言十 23，8 

トーーーー一 国庫補助金 9，1 

i資本剰余金 工事負担金 20，1 

乗j
言十

29，240 I 29，240 日 06日ドI 6ゴ6J76 
余

減債積立金 250 I 250 

日益事17
繰越利益金 1，158 I 592 ム 84

当年度純剰益 ム 315 ム 678 52 730 
一 一

計 843 166 219 53 

30，083 j2史406
九一

計 33，27ヲ 3，873 
一 一一一『
，(.口~ 計 53，956i52，881日6，3，30 3，449 ! 

債資 本 合二王工~ 4，3 ~~J 53，638I!何8 ス80D I 
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比較損益計算書(収益的収支)

~科 [一一 自 「
受託工事収益

営業収益
その他の営業収益

他会計補助金 I 0 

営業外収益

雑 収

一
計

入

5 7 6 6 1，4 1 7 

2，086 

A

H

n

u

 

zd 
J
O
 

742 

1， 1 2 4 I ム 1 5 

ー出ユトトー 日i
、岨色， 

1， 1 4 9 I 
ー-i:: 

1，3 5 7 

729 

ム684
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比較積ネ主計算書(資本的収支)

" 

-33...;... 



(三)結論

→空会計及び特別会計を通じて決算はその言十数に誤bが在く ，証書類も整備され会計経理はほ

ぼ完全である。一般会計lて t，~いては 1 6， 8 9 2， 5 8 7円の黒字をもって翌年度にヲi継〈之とを

符たのは慶ぶべきであるが，用地特別会計からの繰入金5.3， W: Q 0， 0 0 0円が土地売却不能の

ため，不用警告:の抑制と余儀をき節約をせざるを得在かったととは健全在る財政運営とは云われ

:をいD

次 Uて

特別会計は 24， 1守口， 34 5 円の欠損(内公営企業分ふ ~' aa， 109 円〉とま !J .ー育長会計特

別会計を合算するとえ 297， 758円の赤字K在るの'-rtあるがとの内十ては市常u記念事業特別会

計とした金額 11， 0 9 9， 4 9 3円を含んでがり ，特別会計の内でも市立病院，公益質屋等は業

績の向上が認められるので，市制発足の特別左年度としては止むを得左いものと認められるC

本年度は年度当初忙ないて市金庫が発足し，内部駐在制度の強化と相候って経理事務の合理化

が図られ，又 11月3日には住民待望の市昇格によ9t-市制記念事業特別会計の設置，並びに

社会桓祉事務所の設置K伴う予算措置 ，自然、増による予算の膨大化等，経理事務K関する活期

的年度であ !J，本市に名、ける行財政の運営は健全とまでは云えまいまでも，努力のあと顕著ま

るものありと云えようc
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